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１．はじめに 

本研究センターは、歴史的・伝統的建築物の保存と活用に関わる

人材の育成のための研究センターの設立を目的として、2021 年度に

設けている。神奈川県には、古都鎌倉の中世建築遺産を始め、横浜

や横須賀の近代化遺産群、箱根の歴史的宿泊施設、さらに、各地に

近世の文化財建造物が現存しており、これらの保存修復に関わる人

材の育成に資するものである。また、文化財建造物も保存だけでな

く、活用も求められる時代になっている。本研究は、保存と活用に

関わる課題を工学的に解決することを目指すものである。 

初年度は、客員教授の花里先生の科学研究費基盤研究(B)『歴史的

組積造建造物の耐震評価に関する変形限界と地盤・建物の動的相互

作用効果』の研究を進めるとともに、神奈川大学分野横断型研究推

進事業に応募し、その準備を始めた(採択決定)。さらに、歴史的建

造物の地震被害調査と復旧方針の検討に関する民間会社との産学連

携研究にも取り組んだ。 

 

2. 研究活動の経過 

 科学研究費基盤研究(B)に関わる研究では、歴史的組積造建造物の

動的挙動に関するモニタリングを実施した。文化財建造物の調査は、

非破壊・微破壊調査が求められること、長い歴史で生じた経年劣化

や変形・損傷を実験室で再現することは困難であり、実建造物での

モニタリングは有用である。国内では、重要文化財旧田中邸(煉瓦造、

川口市)、国登録有形文化財 PS オランジュリ(煉瓦造、熊本市)では

地震モニタリングを実施している。PS オランジュリは 2016 年熊本

地震で被災し、保存修理事業がなされた文化財建造物であり、耐震

補強設計・調査に協力した建物である。海外では、ギリシャ・パル

テノン神殿において地震モニタリング(写真 1)を継続している。また、

常時微動測定は、重要文化財旧田中邸(前述)で実施した。 

 さらに、組積造と伝統木造建築の混構造である木骨石造建造物(旧

小樽倉庫)でも地震モニタリングを実施した。これらの観測記録のう

ち主な記録に対して、シミュレーション解析を行った。とくに、軟

質地盤上に建つ旧田中邸洋館では、地盤・建物の動的相互作用に関

する知見を得た。歴史的木骨石造建造物は、明治初期、横浜開港時

には横浜会所や鉄道開通時の横浜停車場など、横浜に建てられた商

館等はほとんど木骨石造であったとされるが、建築遺構は残ってい

ない。現在、木骨石造建造物が最も多く現存する地域は約 300 棟の

木骨石造建造物が残る歴史都市小樽市である。小樽市では歴史的木

骨石造建造物の保存と活用が社会的な課題となっている。2018 年北

海道胆振東部地震では、震源域において小樽型の木骨石造倉庫が被

災し、歴史的木骨石造建造物の耐震安全性に関心が高まってきてい

る。歴史的木骨石造建造物

の耐震研究報告例は他には

みあたらず、本研究セン

ターでは、学際的なチーム

を組み、歴史的木骨石造建

造物の耐震性に関する研究

に取り組んでいる。また、

保存とともに活用も重要な

課題であり、本研究セン

ターで取り扱うこととした。 

一方、伝統木造建築物の

耐震・耐風研究では、重要

文化財法華経寺五重塔(写

真 2)で、引き続き地震モニ

タリングを実施している。
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写真 2 法華経寺五重塔 

写真 1 パルテノン神殿の地震観測 
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さらに、同五重塔では、風向風速観測とともに、塔身の動的変位を

画像計測技術を使用して直接的にモニタリングを行っている。『五重

塔はなぜ台風で倒れないか』約 400 年間、暴風を伴う台風に耐えて

きた実建造物において外力である風力と塔の動的応答に関するデー

タを蓄積しつある。歴史的木造建築物の地震モニタリングでは、重

要文化財慈恩寺本堂(山形県寒河江市)において積雪荷重が振動特性

に及ぼす影響を検証するための観測を山形大学と共同で行っている。

上記の他、産学連携で研究開発した制振技術を適用した、川崎市有

形文化財長念寺本堂、東長寺五重塔(福岡市)において、適用技術を

検証するために地震モニタリングを行っている。 

国際的な研究活動では、前述のパルテノン神殿の耐震研究のほか、

東欧の校倉造木造教会堂の保存に関する調査研究(科学研究費基盤

研究 B,平成 3 年度～4 年間)に参加している。研究提案上の対象地域

は、ウクライナ西部の山間地であるが、戦争が始まったため、平成

4 年度は中断している。また、第 17 回世界地震工学会議が 9 月に仙

台市で開催され、2015 年ネパール地震による歴史的建造物の保存・

修復に関する研究発表と情報交換を行った。さらにオンラインで 10

月に開催された第 4 回 International Conference on Protection of 
Historical Constructions で、素粒子探査を利用した世界遺産プラ

ンバナン寺院の耐震評価について研究発表し、論文がプロシーディ

ングに掲載された。 

産学連携による伝統木造建築物への制振技術の研究開発では、柱

傾斜復元力に減衰性を付加するための柱脚ダンパーの性能試験を実

施した。 

保存・活用に関する活動では、中野区有形文化財旧中野刑務所正

門の保存修理事業にあたって、保存・活用に関する委員会(内田、花

里)など、実プロジェクトに参加・協力している。そのひとつとして、

旧中野刑務所正門は震災前の煉瓦造建築で、その保存にあたっては

現地保存ができず、そのため、曳家して保存する計画である。煉瓦

造の曳家にはいろいろ配慮することが求められ、また、移築後の活

用をどのように行うかなどまだ解決すべき課題をかかえているもの

の、そこでの経験は今後の保存・活用の具体的事例として学ぶべき

点が多い。 

 

3. 研究成果と公表 

9 月に開催された建築学会大会では、花里先生を中心としたメン

バーにより、歴史的建造物の保存活用に関連して 5 編発表した。国

際会議の発表では、前述の 2 編の発表のほか、共著者として世界地

震工学会議でネパールの歴史的組積造建造物の耐震性に関して 1 編

発表した。査読付き国際ジャーナルでは、Geohazards 2021 と

Earthquake Engineering and Engineering Vibration 20 にそれぞれ、共著

者として、歴史的木骨石造建造物の耐震調査の成果が掲載された。

さらに、Journal of Advanced Concrete Technology では、共著者として

RC 増し打ちによる煉瓦壁の補強に関する研究論文が掲載された。

建築学会計画系論文集(4 月号)には、ルーマニアの文化遺産政策と世

界遺産の役割に関する研究論文が掲載された。 

上述の学会・国際会議・査読付き論文集のほか、研究の成果を社

会に還元するために、歴史的木骨石造建造物の耐震調査の成果の報

告会を小樽市において 11 月 27 日に開催した。図 1 にその案内を示

す。研究報告会のタイトルは『木骨石造が地震に強いって本当か 

 

な？』で、調査研究に参画している花里先生を中心とした学際的な

メンバーにより、耐震調査の結果とともに、保存活用に向けた話題

提供を行った。報告会は、ハイブリッド形式で行われ、約 120 名の

参加者であった。 

 

4. 今後の方針 

学内の分野横断型研究推進事業が採択になり、本研究センターの

研究プロジェクトも拡充されたメンバーで進めることになった。と

くに、この分野は学際的なアプローチが求められるが、１年間の活

動を通じて、人的なネットワークや研究環境の基盤もできつつある。

特に鎌倉市との結びつきは重要で、世界遺産登録に向けた動向調査

や、鎌倉大仏の耐震性評価の検討が進められている（図２）。また、

外部資金もこの分野の研究課題に取り組むため、科学研究費応募や

民間財団への応募もなされるようになった。また、民間会社との共

同研究も実施されている。 

今後もさらに研究

を推進する。一方、人

材育成の面では、学

生・教員は上記の活動

に参加しているが、地

域の文化遺産の保全活

用に係る人材育成は今

後の課題である。今後、

オンライン形式による

研修の実施など適切な

方法を検討する。 

図 1 研究成果報告会の案内 

図 2 鎌倉大仏の常時微動観測結果の例 
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